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告示●

第1 特定都市河川浸水被害対策法施行規則（平成16年国土交通省令第521号）第10条第3項に規定する流出雨水量の最大値を算定
する際に用いる土地利用形態ごとの流出係数（以下「流出係数」という。）は、別表1から別表4までの上欄に掲げる土地利用の形態の
区分に応じ、これらの表の下欄に掲げる値とする。
第2 前項に定める流出係数により難いときは、前項の規定にかかわらず、当該雨水浸透阻害行為を行おうとする区域における雨水の
流出試験（以下「現場試験」という。）により得られた値を用いることができる。この場合において、現場試験の方法は、国土交通大臣が
別に定める方法によるものとする。

流出雨水量の最大値を算定する際に用いる土地利用形態ごとの
流出係数を定める告示（平成16年国土交通省告示第521号）

別表1 特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77号。以下「法」という。）第2条第9項に規定する「宅地等」に
該当する土地（法第9条第1号関係）

別表2 舗装された土地（法第9条第2号関係）

土地利用の形態 流出係数 
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道路（法面を有しないものに限る。） 

ため池      
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宅地        

0.90

法面（コンクリート等の不浸透性の材料により覆われた法面の流出係数は 
1.00、人工的に造成され植生に覆われた法面の流出係数は0.40とする。） 
及び法面以外の土地（流出係数は0.90とする。）の面積により加重平均し 
て算出される値 

道路（法面を有するものに限る。） 

鉄道線路（法面を有しないものに限る。） 0.90

法面（コンクリート等の不浸透性の材料により覆われた法面の流出係数は 
1.00、人工的に造成され植生に覆われた法面の流出係数は0.40とする。） 
及び法面以外の土地（流出係数は0.90とする。）の面積により加重平均し 
て算出される値 

鉄道線路（法面を有するものに限る。） 

飛行場（法面を有しないものに限る。） 0.90

飛行場（法面を有するものに限る。） 

法面（コンクリート等の不浸透性の材料により覆われた法面の流出係数は 
1.00、人工的に造成され植生に覆われた法面の流出係数は0.40とする。） 
及び法面以外の土地（流出係数は0.90とする。）の面積により加重平均し 
て算出される値 

土地利用の形態 流出係数 

0.95

1.00コンクリート等の不浸透性の材料により覆われた法面 

コンクリート等の不浸透性の材料により覆われた土地（法面を除く。） 

別表3 その他土地からの流出雨水量を増加させるおそれのある行為に係る土地（法第9条第3号関係）

土地利用の形態 流出係数 

0.50

0.50ローラーその他これに類する建設機械を用いて締め固められた土地 

0.80運動場その他これに類する施設（雨水を排除するための排水施設を伴うものに限る。） 

ゴルフ場（雨水を排除するための排水施設を伴うものに限る。） 

別表4 別表1から別表3までに掲げる土地以外の土地

土地利用の形態 流出係数 

0.30

0.20林地、耕地、原野その他ローラーその他これに類する建設機械を用いて締め固められ 
ていない土地 

0.40人工的に造成され植生に覆われた法面 

山地 


